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送量露関鉄構のj果礎基礎iこ関する信頼性設計

Reliability-based Design of caisson foundation for transrnission line tower 

Hisashi SUZUKI (稽島大学工学部)

本研究では、送電用鉄塔の深礎基礎の車~しい信頼性設計法を提案している。故に、まず

信頼性設計を実施ロI能なi深被基礎の設計用支持カ式を提案した。具体的には、完全に基
礎地盤が破壊する極限支持カとその極限状態、に三ぎるま?の荷重~変位関係を定式化した。

なお、送電用鉄j苓には、 51慢げ、圧縮および水平荷主主が作用するので、提案式はこれら
すべてを考慮、できる支持力式とした。ヱド昔前i文では深礎基礎の信頼性設計の方法を詳細に

示している。送電用鉄塔では基礎の許容変位量を越えるととによる鉄塔上部構造物

規模な損傷がしばしば発生するので、破壊織率としては鉄塔が完全に倒壊す網る磯務(破

壊確率)だけでなく、許容変位量まを越える確率(煩傷確率)も考えた。さらに、送電線

に関する最新の積算資料に基づいた費用関数を用いて、深礎基礎の最適設計を実施した;。

その結果、現行設計法による設計案と比較すると少し小さい基礎が最適設計案となった。

キーワード:統計的解析も設計、ケーソン基礎、支持力 (IGC : E04) 

1.はじめに

地般工学問題に対する信頼性設計の具体的な適用例と

して、深礎基礎の信頼性殺到。を提案する。

ここで取り上げる深礎退去礎どは、 1::0アj基礎また

杭と呼ばれるもの、および使用隠的に応じてそれらの形

状を底部で拡偏した基礎な意味する。 深磁基礎は、非常

に大きな支持力や阿|付金を必要とする橋台および超大型鉄

塔基礎などにすでに広く用いられており、今後益々その

建設件数は増加する傾向にある。

深礎基礎の支持力に闘しでは、日

を中心にして研究が進められ、そ

などが操業されている。しかし、

の提案式とそれによる最近の現場大型実験の結巣を比較

の

評価が~織の規模決定に大きな影響在及ぼし、そのため

い/~-， ，;:...n，:，ア廿廿惜〆刊号i揚げ支持カに関すーる研究は、これまで

しても、従来から行われてき

地盤物性値やJ!l1l荷重などの不確実性を取り

る。

単

ける

とは異なる複合荷重を取り扱う。し1~ーがって、本研究(7)

内容を具体的に提示する前に、鉄塔基礎に作用する

条件について若干の説明を加え~ておきたい。

力学的f，t挙動を把携し、合理

と

型実験が実施されてきた。これらの現場実験における載

荷条件は、図-1 に示寸ような鉛直方向のみあるいは

水平方向のみ、荷藍を与えるというものであった。この

ようなノk:規模な実験においては、まず第一に単純な条件

(Pv， d (Pv，占v)

RhOI O hQ 

51揚げ軍事 圧縮翻

(心 ;k_'l!iE説場銭験における荷震と変依 (b)鉄雄主E慌に作用する荷蕗と紫位

関… 1 基礎iこ作用する

下での基礎の力学的な挙動の解明を国指すのは当

る。しかし、実際の鉄帯基礎には閤… 1(b)に示すような

する種々の力学現象な図 1 (a) 

および純水平荷重そ基本として議論していくので、それ

らをi索現する用語を明確に定義しておく。

まず、図… 1(b)の斜め荷議は鉛IT[およu:水平成分方II1J
に分けて考えられるので、後合荷]畿と日、Fぶことにし、記

号としては引掲げ及て戸圧縮荷盤に対して、それぞれpV， 

Pcを用いる。 7t:だ、し、これらは鉛直方向と水平方向!の

成分があるのでその成分を引揚げに対しでは (PV' Ph V) 

また圧縮に対しては (pc' P h C) と表示する。また、こ

れらの荷重に対する変位もそれぞれ問機~;:-.(8v ， 8hV) 
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および(0 C， O 11 C) と表現する。一方、 (a)の大型現場

実験の鉛直方向あるいは水平方向のみの荷量はそれぞれ

Pvo(鉛直引揚げ荷議)、九。(水平荷重)とし、変イ立もi両様

に (Ovo' OhO) とする。さらに、許容変位識な考癒し

て地盤の耐力を意味する場合を「支持力Jとし、極限の

破壊状態に対する支持力のみ在意味する場合には「極限

j 告と用いる。 したがって、関--1 (a)における極限

は孔10 (極限鉛直引揚げ支持カ)と RhO(極限水平

支持カ)て?あるの一方、問図(b)の:複合荷重下での引

および肢縮の極限支持力は、その鉛i度成分を Rv，Rcと水

V' RhC{と分けて記述すーる。

直後が 3^~~4m、根入れ深さが数m~'2 5 

しており、基磯体底部の拡幅部の有無

によって拡成基礎と無拡底基織とに分けられる。

計法では、これら 2簿類の基磯形式役選択できるように

なっている。この基礎体底部の拡幅は主に引

めるために、設けられている。

慕織に作用する荷量が以下に示す水平、引揚げおよび)王

縮支持カ式のすべての許容支持カ!蔽以下であるという条

件で、校針案が採択される。なお、水平支持カiこ対して

られている。

3. 1 水平支持力

水平支持力の計算は、棟限支持力の計算と変佼重量の計

算に分けられる。基礎体の水平方向の安定は、次式;によ

り算定される安全喜界(FH)を確保することによって得ら

れる。

Jにと
“ L5Q (F H :常時と2，異常時:丞L:~3) (1) 

ここに、 Qu極限水平支持カ(tf)

Q 鉄j;答から基礎に作用する

3. 2 引揚げ支持力

ヲ|揚げ支持力は弾性域内における基礎体側面のせん断

によるものとし、以下に示す所要安全率(FT)を確

保しなければならない。

久乏監と (F T :常時注2， 異常時迄L33) 
4 ア

=古(会叫)川+叱
τ，=c，+O.5σi tむl仇

y 降伏引揚げ支持カ (tf)

T :鉄塔から基礎に作用す‘る引揚げカ(tf) 

1 0 :土砂層の厚さ (m) 

τ1 "'n .極限せん断抵抗力 ( tf/m2) 

(2) 

鈴木

ヤ 28

l]'_n :各j議厚 (01) 

U :基礎体部の周長、または拡底部の周授 (m) 

民 :基礎体の重量ま れの
W" : :埋E蒸しこヒの重量 (tf) 

τ:土砂層の極限せん断抵抗力

C i .土砂層の粘着力 (tf/1lIり

や土砂層の内部摩機角 c ) 
γ 土砂層の単位体積重量 (tf/日13)

B 臨機、休川被怨(BI土拡底部の直後) (m) 

によるものとし、

ら

(F C ;常時註2 異常時<;;1.33) 

= (1千)f附十 + 

(JCy 降伏圧縮支持力 ( tf) 

;基礎体底部に作用するEE総力 (tf) 

PcここCト背c十曹s

c ;鉄塔から基礎に作用する圧縮カ (tf) 
;基礎体の重量 ( tf) 

吹 :拡底部底上の土塊盤整 ( tf) 

e] 慈礎成面より下にある地盤の粘着力 (tf/m2) 

Df 娘入れ深さ (111) 

α 葱礎底街"の形状係数 (円形 α~L 3) 

。:基礎底部の形状係数 (円形 。吟 4)

i :地盤傾斜角 c ) 
Nc' N r' : 

γl' 下 2.基礎底面より下および上にある地盤の単位

(tf/臨3)

4昭信頼性殺到ののための支持カ式

'4. 1 1縦長支持カの算定法
'1， L 1 極限引揚げ支持カ

機限引揚げ支持力算定法は現行設計法と同様にせんl新

rtとする。せん断法はすべり前を円筒形に仮定した非常

i羽-2 せん断法に用いる記号



送電用鉄塔の深礎基礎に関する信頼性設計

に簡便な方ttーである。その他にもすべり簡を対数ら線あ

るいは円弧で仮定した方法も考えられるが、大型現場引

揚げ試験あるいは弾@完全塑性の問M解析による 3次元

数値シニιミレーションなどの結果から、せん断法が現在

のところ最も精度がよいと結論づけられた。回-2はせ

ん断法による算定法を示したもので、設計地盤面は地表

面と基礎体の交点在通る水平面とする。極限引揚げ支持

拡底部[夜上の上塊獲議 Wsおよ

うせん断抵抗力'了の和として表

される。

Rvoニ十

T=ヱ1，，，訟'仏キ t品n仇)
(5) 

k 

C i : i J留の粘着力 ( tf/m2) 

a j :設計地盤凶をき基準にしたときの d議の中央

における土被り[f: (tf/が)

φt : i溺の内部員緊張義角

1 i ・1層のj議摩 (m) 

n : I置数

B:基礎体の直径 (阻)

式(5)における土庄係数Kは、沖積層ではプレンオメータ

などの原位慢試験で直接測定できるが、送電ノ~ートで対

象となる山岳地では容易に測定できない。散に、以下の

解析では慣用的な方法に従って K=L0とする。

4. L 2 極限圧縮支持カ

深礎基礎の極限圧縮支持カ RcClは先端支持カ RJと周

商摩嬢カ RCfとの和として表される。

『十RCf
(6) 

式(6)の先端支持力は、 Terzaghiの式含多くの鉄塔基礎

によって修正を力Llえた現行設計法と問じ式(3)を用いる。

式(5)を式(6)に代入すると、局面摩織力 RCfも考癒した極

限EE縮支持カ Rmの算定式が得られる。

Rco :::: Rco ート tano， ) 

4. L 3 複合荷重;下の極限支持カ

関-1 (引では実際の鉄塔基礎に作用する

v' p c)を示した。基織に作用する水平力 Phi (iニv，c)は

(Pv，Pc)の水平分力と考えるので、

は次式のように定義できる。

θν:=!1A_ 
. 1;， (8) 

また、圧縮脚についても、式(8)と問様な荷盤L七九

θFZf主
レ Pc

(9) 

さらに、鉄塔基礎が完全に彼壊する極限状絡を考え、式(8)，

式(9)から次式を仮定する。

。RhV-
ir-Rv(10.吋

RhC 

(10b) 

故に、極限水平支持力は、ヲi揚げおよび圧縮脚に対して

それぞれ次式で求められる。

RhV ::: DvRv 
(l1a) 

官。cRc
(llb) 

ける極限引揚げ支持カ Rvは次式で

ん'"Rvo(l-λ 1100)(1ーん1100) (12) 

ここに、 f1' f2 はそれぞれ多くの FEM数億シミュいー

ションから得られた傾斜地盤および水平力に関する低減

率であり、次式で表される。

/1 =aO十角川十Q4X22十αjX内 (13) 

12 =ho +b品川+b6xjX2X]

十b"x8~1 十D XX2x  
~jO~1~2 "J 

(14) 

ここに、町二(D，!s)/5巴 0，らこii'10.0， x3=min ( B ， L 0)であ

り、この変数の定義域は、 O.O~五五3"五1. 0 マある。表 1 

は式(13)，(14)における各回帰係数の備な示している。こ

れらは有意水準 5%で、盤相関係数 O.9935の精度をど有し

ている。

表_.1 回帰係数の値

社

a
…a
一a

(7) 

(p 
4. 1. 4極限支持ブJの精度

(1) 極限引揚げ支持カ

図 .3は種々の機関で実施された大型現場引揚げ試験

。v と小型模型模型号i揚げ実験の実測データから、せん断法
の精度を調べたものである。支持カ式の精度は次式のよ

うな無次元化された誤差で評価した。

eJW "" 1-Rvo I Rvc (15) 

ここに、 Rvo，Rvcは、それぞれ実験から得られた値と式

(4)で計算された値である。図から分かるように、日 RV

の値は-0.49'~0. 37の範囲でばらついてRおり、。 RV(/)平

均値⑬機準備廷はそれぞれ O.059， O. 241 .である。この閲

ハwdつん



度数 平均値 0.059
標準偏差日.241 

5 

口

問

1-RviRvc 

-0.5 o 0.5 
図-3 せん断法の誤羨分布

の誤差分布は解析誤楚以外に、強度係数、単位体積震f誌

の誤差も含まれており、その結果として大きなばらつき

となっているの従って、情頼性設計に用いるべき極限支

持カの変動係数は地盤諸係数のばらつきを差し引かなけ

ればならない。しかし、それを評価することは非常に困

難なので、後の数値計算例では引揚げ支持カの解析誤差

を変動係数o.15と仮定する。

4. 1. 5 極限圧縮支持カ

関 4は大型現場圧縮試験結果から、極限圧縮支持カ

式の精度を調べたものである。支持力式の精度は 4.1. 4 

皮数

5 
平均値 -0. 008 
標準備菱自 333

-0.5 o 1-RcYllcc む.5

関-4 圧縮支持力式の誤差分布

の場合と間様な無次元化された誤差eRCで評価する。図

から分かるように、 時間の値l士一o.54~~0. 63の範聞でば
らついており、 eRCの平均値・標準偏差はそれぞれ

o. 008， O. 333である。ただし、大型現場圧縮試験では N
値および一軸圧縮強度しか得られていない場合が多いの

で、粘性土地盤では quから cを推定し、砂質地盤では大

11，崎の式世宮J河N+15" からやを推定した。図 4のば
らつきには設計王むそのものの誤差の他に、上記の推定官民

羨も含まれている。したがって、そりばらつきはかなり

大きくなっているが、これも後の数億計算例では、極限

圧縮支持カ式の解析誤差の変動係数を 0.2と

図..-3 ，図 4に示されているように、日R.V e RC  は

平均値関数となっている。なお、後述の破嬢確率の算定

においては、 8 RV eRCを正規分布と

鈴木

4. 2 荷重~変位関係、の算定法

深礎基礎の荷重~変位関係は、基礎と基礎体の境界面

における摩擦や純粋な 3次元問題であることから、その

力学的挙動を正確に把握することは難しい。したがって、

信頼性設計に毒事入することを念騎に、これまでとは全く

異なった方法、すなわち大却現場載荷試験データ安用い

た帰納的な;方法により、深礎基礎の荷重~変位関係を求

める。各電力会社および道路公団が実施した大関現場水

平・引揚げ・圧縮載荷試験結果を、各極限支持力に対す

る無次元量として整理〉すると、し もす旨

数関数でよく近似できる 1)。したがって、深礎基礎の引

揚げ、水平および圧縮荷重~変位関係のすべてを'次の指

数関数式で表すこととするの

Yi '" 1.0 -exp(Aix;) (i "" h， (16) 

ここに、れは極限支持力 Riに対する荷重比(P/R)であ

り、 Xiは変位oiと根入れ深さ Dfの比(0 /Df)で、いずれ
も無次元最である。上式で、 x=Oにおりる dy/dxを求め

ると次式となる。

生Llv02Af (17) 

この式は、 61この における F';-~ ei i関係の接線勾配が Aiで

あることを意味している。式(16)の荷重~変位関係は Ai

さと求めさえすればユニータに決定できる。従って、以下

iこ、 Aiの具体的な算定法を示し、大型現場実験の実演jデ

ータに基づいた実用的な深礎基礎の荷主食~変佼関係の評

価法を示す。

4.2. 1 水平荷露。~室長位関係

まず、水平荷藍~変位関係におけるの算定法につい

国一日は地盤を弾性パネ、基礎体を剛体とした

場合の Ah算定用モデノレな示しており、基礎体の水平方向

の挙動を、同図に示すような関IJ体的な回転で表す。杭頭

α，，，(A，..z)/日tanし

関-5

を‘Iihとすると、

8 h (z)は次式で表される。

ら距離z{c:.おけ

日

υ
q
J
 



送電;用鉄塔の深礎主主縫に関する信頼性設計

δh(Z) =-~ (18) 

地盤はパネモデルとした弾性体と仮定しているので、 z

における単位長さ反カ Ph (z) (kgf/sI)は次式で得られる。

P仲 [kdh(z)GOBや日HSd(Z)B (川

ここに、 KHSは傾斜地盤を考臆した地盤のパネ定数であ

り、次式を用いる。なお、この式は数多くの模型実験結

果から得られたものであり、

れている。

であると認めら

KHS =: (0.31ogα; + 0.7)Kf{ (20) 

ここに、民は基礎前面から斜面までの水平距離と基ニ礎体

との比を、またしは水平地盤における地盤反カ係数

(kgf/ cm 3)会示しており、それぞれ次式から求められる。

A， --z 
H - _ _  _ 

1-Btani (21) 

( R.. ¥ " J 

K.. =K…|一一i 立 12.8K…B，，-7.n nυ¥ 30 ) n v n (22) 

ここに、 Al.s， iはそれぞれ基礎体有効授、基礎体徒、

傾斜地盤角である。また式(22)には、KHo=Eo/30 (kgf/cm2)， 

BH古伊耳 (em)の関係がある。式(19)を各層厚につい
て積分すれば第 i層における反カは次式となる。

ん(z)::::f KHSdh(Z)βゐ (23) 

したがって、基礎体底面での力のそーメントを考えると

次式が成立する。

z
 

v
d
 
一向B
 
z
 
，“
n
 

co 
ps 
H
 

i
K
 

n
t
l
j
n叫

何
す
釘

，rJ
 

D
 
凡 (24) 

ここに、 z=(均一l寸DJ/2 で、式(18)を代入すれば九
は次式で得られる

凡z会B土7ん高dz
'-" J i"l Ll 

(25) 

したがって、水平荷量ま~変位関係を示す式(16)'i:lのは

次式で算定できる。

A.=Phj 
仰凡 ρJ

ゐ一?『ザ伊VA
 

斗

p
i
J
4

(26) 

ただし λhは、水平地盤反カ係数を補正すmるための係数

である。

ネモデルによる弾性体とし、基礎体は上方に陶IJ体的トニ d

vだけ変位するものとする。このカ学的モデノレの妥当性

は大型現場引揚げ実験の地中変位の実測データから明ら

かにされている。また通常、せん断パネ係数 lらと鉛直地

盤反カ係数Kvとの聞には次式の関係があるc

Ks '"λvKv (27) 

図--6に示すように傾斜地盤の影響を考慮するために、 A

Vのパネ係数を谷側と山側とに2分して求める。谷側の

レリ
図 6 Avの算定法

バネ係数 Kssは斜面による係数の低減を考I穫するが、山

保.IJのパネ定数 Ks~こ関しては斜面による低減は考えない。

したがって、式(19)に相当ナる点 zにおける Pv(z)は次

式となる。ただし、 Kvs=KHS'Kv北Hとする。

pv(Z)ヰ!らんトθ+[ιι?dθ
2 2 

zl仙 6v;ベ仙5v?dO
2 

πλ"K，""β.. 11λ"K"s" 
ニ2一一ι_"'_'-d.. + " o" 
2 2 

1iA..s 
Zイ-4(K日十ん) (28) 

したがって、第 i層における反力は次式となる。

ヤザ1β
ん(z)= I "'~~ (九十KH)l5vdz 

D 閣

また、鉛直方向のカのつり合いそど考えれば Pvは次式でき受

される。

(29) 

L J(KHS +KH)dZ (30) 

4. 2. 2 号|揚げ荷重~変位関係 したがって、引揚げ荷重~変位関係を示す式中の Bvは次

次に、 Ayの算定法な示す。図.-6のように、地盤をパ 式で算定できる。
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(3)逆算λvの計算結果

間 7は大型現場引揚げ試験と小裂模型91揚げ実験の

から逆算 λv:a:'求めた結果であるロ i控算λVの

僚は O.02~0. 31の範聞でばらついている。 λVの変動係

数が 0.6以上と、かなり大きな値となっているのは、こ

こで逆算された λvの分布には、変形係数の1!tj窓誤差と

(:n)自身の解析誤差が含まれているためである。闘に

は、大型現場号|揚げ試験と小型模型引揚げ試験との区]51)

をレており、それぞれの平均値、機主総i腐羨および変動係
数の備は、前者では 0.117，0，072，0.62，後者では 9

0，161，0，107， 0.6出である。なお、鉄塔の破壊磯率の算

、では、逆算λvの分布は正規分布とする。

鈴木

p" . 6" 1l'AυBDr";'" D，r' 
Av =.~/~y__= ニ:;--::L ): I (KHS +ん)dz
Y Rv DJ 2Rv ti' i， 

(31) 

圧縮荷重~変位関係

に Acの算定法を示す。 圧縮;的向に対する係数 Ac

も図一一 6と反対の方向に力が作用しF、圧縮荷震 Pcは鉛直

せんl新パネと蒸礎体底面での鉛底パネとの和で表される。

4.2，3 

~'-1 r1l2 

J (KHS→ん)ゐ+23
向 I D. マ

度当設

協
脚
…
帖
…
欄

判
一
脚
一
欄

軽量君主実験

大~矧議J爽験罷概観

時

6 

(33) 

/ι 
D 
f 

i叫 ，B"ιDflπB，2 " " i 
古 ニ|三ムーー δ c)~ I (KHS +KH)dzトー ~.KH，sC I 
Rcδc l2f:714j  
γ(  " D，.， ¥ '1lIl ( n ui;' I 
-こLI2λ(sY_:I (KHS十Ku)ゐ十B"KHI 
4Rcl 討~.'''''''' .. ) 

したがって、映は次式で算定できる。

(Xl0") 

30 

逆算λvの値

20 

λvの{高

図 7

10 

4 

。。

2 
'1. 2， 4 各荷重~変位関係の精度

式(22)の弾性領域内の水平ノfネ定数 Kh(=Kv)は、掘削

孔含利用した水平および鉛i夜方向の平板載荷によって求

めることができる。しかし、極限状態に至るま

領域も含めた水平および鉛直せん断パネA数はこの原位
鐙試験から求めることはできない。したがって、ここで

は式(26)，(31)， (33)の中の λh' λVf λcを過去に実施

おれた各種大型現場実験データから逆算することによっ

て、荷重~変位関係を推定することとする。 (4)逆算λcの計算結果

民]--8は大型現場圧縮試験の実視IJデータから逆算 A.(を

求めた結楽である。この中i亡、木更津と小千谷における

大型現場圧縮載荷試験が含まれており、これらの現場で

の変形係数は平板載荷試験から:{どめられている。しかし、

小千谷木更津

し/Dく10

しID.10 

平均値

覇醜瞳輔瞳

度数

(1)逆算λiの求め方

まず、実測データた縦軸 Pj/Rjとし、横軸i5j/Dfとし

て整理する。そレて、式(16)喜子用いた非線形回帰分析を

行い、 Ajを決定する。一方、式(26)，(31)， (33)により、

Aiをある仮定された λ1のもとで算定し、それらから得

られた f と Ajを比較して両者が等しくなるまで計算夜、

繰返してλ:会求めるむここで、決定された λlを逆算 i¥.i

と呼ぶことにするω O. 164 
0.117 
0.714 

b吋

4 

2吋

(2)逆算[λhの計算結果

表 2は、:長問、今市、赤城 A，sの大型現場水平載荷

試験の実測データから逆算 λhを求めた結果である。長

岡の実験では逆算 A.hの鮪が小さくなっているが、 3つ

の現場試験では非常に 1に近い値なので、現時点ではλh

~l としてよいと判断した。
(x 1日"1

40 30 

通算λにの分布

20 

A c(1)僚

10 

図 8

つ山qa 



送電用欽塔のj架礎基礎に関する信頼性設計

その他の載荷試験では N値しか得られていないのマ、こ

のような場合には E=16N(kgf/CIll2)の関係から推定した。

図 8に示すように逆算λcの値は O.02~O ， 36の範闘で

大きくばらついている。 λcの平均値、標準偏差、変動

O. 164， O. 117ヲ0，714である。昭一 7の

と比較すると、逆算λc分布のばらつきの

これはλcの算定では、すべての現場にお

Eエ16Nの関係から間接的に推定している

逆算 λcの分布はλvの場合と同様に

λ v 

方が大きい。

ける

ためである。

正規分布と

5. 

これまでに、深礎基礎の極限支持カ算定法と

位関係の定式化を行い、さらに大型現場実験データの比

較から各支持カ式の精度な篠かめた。すなわち、極限支

持力に関しては、図--3，悶--4 に示す誤差分布が、ま

た、荷重~変位関係については図--7，図-8のような

λvおよびλcの分布の存在が確認された。このことは、

これらの力学童をと縫;定論的でなく、確率論的に取り扱う

ぺきこと金示唆している。さらに、鉄i苓に作用する風荷

主主も確率変設であることを考え

ー基礎の設計には、信頼性設計の導入が必要と考えられる。

そこで、ここでは、深磁基礎の信頼性設計を詳述する。

まず、送議用鉄塔基礎として考慮すべき破壊の定義を示

す。そして、地盤務係数のばらつきと支持力式の解析誤

差を考慮した極限支持力および荷重~変位関係の織率モ

ヂノレから破壊確率の定式化を行う。

5， 1破壊の定義

ここで示す信頼性設計の大きな特色としては次のこと

が挙げられる。それは単に義礎が破壊する確率f'FV(ある

いは f'，，'r)のみ在取り扱うだけでなく、基礎の変伎による

える確事 PrコV(あるいは PDC)を評価

している点である。つまり、鉄塔上部構造物から要請さ

れる許容変拡量を越える確率告と算定し、

中iこ組み込んで、いる点であるのなお、これら

は、ヲi揚げ、圧縮、水平方向に対してそれぞれ異なあの

で、次式のよう

- > Rv) (~H) 

P F C '" P ro b ( P c > R c ) (35) 

、""p (}ミで〉 =L1 (36) 

〉δi内 =L I詰 (37) 

芯Ll1200) (38) 

:> O;，ca 00 LI (39) 

i揚げ脚およびff:縮脚の慈

(傍Jt察長盗塁手と呼ぶ)である。ま

f'DV' PDHVLよ引揚げ変f立重量およびその水平方向変位;設が、

モーれぞれの許容変位蓋;を超える磯町議であり、 iDC 1 ] DHC 

は庄縮方向に対する問様な確率である。以降、これらの

許容変佼;量殺超過する確率を総称レて損傷確率と呼ぶ。

なお、 L(m)は鉄塔の線開きである。鉄搭慕磯の変{立が r'
部構造lこ損傷を与えないための限界変位最、すなわち、

(OV.， OhVa' OCa' 8 は、ここではま。

直および水平方向に対してそれぞれL!1200，L!800であ

り、これらの値は電気学会の定める現行設計法2) で用い

られている俄である。この許容変位議以下であれば、上

部構造物に損傷は生じないと確認されている。 Pyと i11の

相関性をと無視すれば、鉄塔基憾の変位が上部構造に損傷

を与える確率は、ヲi揚げおよび圧縮荷重に対してそれぞ

られる。

PDVキ=PDV'キPDIlV-PDV'

PDC ち ~ PDC'キPDHC"PDC' PDHC 

(40) 

(tll) 

また、荷重~変位関係は破壊状態において変位が無限大

と定義されるのと、鉄塔倒壊時の基礎の変伎は、必ずこ

れらの許容変位量を超えるはず』とある。したがって、 h

v' PFCはそれぞれノヲ PDCの部分集合と拷えられ、純

粋な変位だけで鉄塔上部構造物に損傷を与える磯率は次

日-

.! DV -

p問ニ

*_p 
i FV 

キ

(42) 

(43) 

5. 2 極限支持力の確率モデル

深礎i恥礎の信頼性設計を実施するには、 七述したよう

に、引揚げ、圧縮および水平方向に対する極限支持カお

よび変位盤安確率変量としど評価しなければならない。

それらの確認終論的な取り被い方を述べる前lこ、その全体

的な手順を述べておく。

図 9は、送電;用鉄i苓基礎の信頼性設計に必要な各支

持力のばらつき3平備のための手順会示したものである。

図 。信頼性設計のための支持カのばらつき評価法
叶
ペ
Uつ叫



機限支持力および荷量~変位関係を確率論的に取り扱う

には、①地撤諸係数の統計的性質の把握、② ①の諸最

の確率過程の評価および、③各支持カ式の解析誤差の3

つの頃闘を考慮する必要がある。①については、個々の

建設現場で、統計量生として十分な土質調査を実施するこ

とはできないのマ、既往の試験データを整理することに

よって各土紫および各岩種別の C，ゆ，紅の平均値と分散

(標準偏差)を求める。しかし、ここで、推定された地盤

諸係数の母数は、個々の現場における統計的性質を反映

していないので、それらは信頼性設計を行う際の事前分

布と位置付ける。この事前分布の設定は、文献 4)で与え

られている。各現場の土に対して実施された試験データ

は新しい情報として取り入れられ事後分布が求められる。

②では個々の地盤における地盤諸係数の深さ方向に対す

る確率過程在考慮する。これらの確率過穫は N伎の深さ

方向に対する連続的なデータを用いて評価する。この場

合も既存の N値のデータから、自己相関距離の基準値を

土の種類別にあらかじめ定めておく c そして、個々の現

場の N値データから直接算定される自己相関距離とこの

基準値と&対比して、信頼性設計のばらつきを決定する。

この過穏で、自己相関距離が算定されるので、層厚さえ

与えれば Vanmar吠日の方法3)から、分散関数了 2(6"，)を

容易に求めることができる。具体的な算定法fi後述する。

5. 3 自己回帰モデルによるにN値の地盤、内分布の算定法

N 僚がの深さ方向に対するデータが定常状態にある場

合い次の 1階の自己間帰号、デルが成立す町る。

U1 ::α。+α，UH+8， (44) 

一般に、 N値の深さ方向に対する分布特性としては、 2

つのタイプに分けられる。.CASE-Aでは Nil伎の平均値

E (NA ( Z ) )は深さ方向に対して一定であり、 CASE-Bではそ

れが線形的に増加している。なお、変動係数は深さによ

らず一定としている。したがって、式(44)の U;はCASE-A

および、CASE-Bに対レてそれぞれ ui=Np Uiコトと表現す

るならば、ぞれらの平均{肢と分散は次式で表される。

CASE戸A

E[NA(z)]=i子27

Var.[NA(z)ト七五;1

CASE-B 

E[Nn(z)]=古:z

(45) 

鈴ンド

(U， --αo ....α凡

αo "" 
-2
 

4
 
t
 

α仏司町一 切一M叫i一よムJκ一lρU一一一一町一』一一一一
ni:u，../ -(2:1-1，-， 

また、自己相関係数 r(6z)は、 CASE-Aおよび CASE-Bに

対してそれぞれ次式によって求められる。

r(ill:) == e-IllU 

f=ー;舎やり)
日1αl

(46) 

次に、 Ui:=UN+i"'jと書き換えて、 Ui=UN，日2司 N-l'

lこ対して、最小二乗法を用いて、

， Un=U1 

Uj '"β。+β円一l十Eノ (j'" n -i，i 0= 0，1，・ ..，n) (47) 

にあてはめて

伐 oニs0' -1く伐 1こ(31<l (48) 

が成り立つ時に定常性が確認される。自己回帰モデルを

適用する際にはIて記のような定常性の磯認が不可欠であ

る。また、 Vanmarck日が提案した分散関数は、式(46)か

ら得られた自己相関距縦 lを用いて次式で与えられる。

r/(判)= 2[ -~ 1 [負心eームz!J，1 
¥ 6.z. } ¥ l. } 

(49) 

ここに、添字 iは各層を示している。

5.4極限引揚げ支持力のばらつき

式(41)の極限91揚げ支持力において、 c，φは正規磯

率変数と見なせるので、札口の平均値と分散は次式で与

えられる。

E[RvoJ=Wc'十叱+I l，mβ'(E[c，J+ Kσ，E[闘争，]) だl' ，. ._ .• '''(50) 

均r[R"o]"" ! {(I/I:B/)2n(dz， )Var[ c，] 
+(1，11:8' Kojr，2(dzi)Var[t.an仇J} (51) 

ここで、 γ;2(/¥Z)は式(49)の分散関数である。したが

って、複合荷重下における梅限引揚げ支持カの変動係

数VRVは次式ωで与え

2 = {~河に]/ E oJf +VRV，2 (52) 

A
せっiM



送電用鉄塔の深礎基礎に関する信頼性設計

ここに、 vムはせん断i法の解析誤差の変動係数であり、

4. 1. 3の議論により 0‘15を仮定する。

5.5極限圧縮支持カ

極限庄縮支持カは、式(6)に示すように、先端支持jJRム
と勝国燈擁カ RCfとの平日で表される。:支持カ係数 Nv' 

Nq ~確定値とすれば、 R~。は粘着力むのみの確率変量と

なる。また、式(7)f;::.示すように、はせん断法による R

voのばらつきと全く同様であるので、 Rcoの平均値と分

散は次式で与えられる。

E[Rcol = (1千)aE[C，lNC+sY1B' Nr 
十y2Dμq-l)ifB12

+ L;I，mJ'(E[c，J十KO"，E[脳科i])
(53) 
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十(l，iiB'KO"， )2n (，~Zi)Var[tan叫} (54) 

したがって、 β4と同様に VRCは次式で与えられる。

Væ2 ={)雨{~11再~lr十市2 (55) 

ここに、 VRJは極限圧縮支持カ式の解析誤差の変動係数
であるが、 4ι 1.5に示したようにvtc吋.2と彼定する。

5. 6 荷量~変イlL関係の確率冷テ'ノレ

式(16)をれについて整理すると次式となるα

δv出ト(1寸) (56) 

上式において、 Rvれはそれぞれ極限引揚げ支持力と引

揚げ荷重であるので、共l乙織率変;畿である。んは式(31)

に示すように、確率変量λvによって表される。したが

って、 Ovは複数の確率変数の関数として与えられるの

で、以下のように平均値と分散を求めることができる。

んをeRV' Pv， λvの平均値のまわりでテーラー級数に

展開すると次式が与えられる。

δ←日V戸v=dδVパ市川岬品(伊何仲陥E司咋恥[レ仏E匂恥叫RVバV]. ，(怜凡叫}μE司恥刷川[い仏川λん川ゆvJ)ト)ド+(恥~伽νyγパ句イE削[
ν‘も;;".Riγ

+引(μ仏λんr--川イ一イ叶E司申恥刷[いι川川λん川叶v])会舎与ニ斗十 (件4ト日一イE司恥削{仇山川与叫叫])~安ト+ 日7)
ただし、偏微分係数は E(酌 RV)'E(Pv)， E(λv)におけ

る値とする。

5.6. 1 引揚げ変位趨;のばらつき

式(57)において級数を一次の項で打ち切り、一次近似

の平均と分散をとれば次式となる。

E[川=- i\ln~ 1. 0一」凶n~
Av{E[λv]) "T'~ Rv(Ehv]) J 

内 J=(合引釘Jト2λ)山山均陶叫rべ巾[ヤ川E
+(会)叫ん]

さらに、各偏微係数を計算すると次式となる。

_ 1 J lJ 1(¥ E[凡1 I 
aRV (I-E[eRv])F L"T" (I-E[eRv])Rcv I 

E[Pv) 

(1-E[eRV ])Rcv -E[ l~ 1 

ピヲδv 1 

ó'~; Fん{l-E[eRv]Rcv-E[凡]}

会vtjfi十
ここに、 Fは次式のように表される

F 22fZC1(んけん沖

(58) 

(59) 

(60) 

)
 
ーハhυ(
 

(62) 

(63) 

5.6.2 圧縮変位設のばらつき

5.6. 1と同機にして、 OCの平均と分散は次式で与えら

れる。

J1I¥ E[Pcl 1 
'![Scトコ…-h{IO--ート
Bc(E[λC]) -'l"~ Rと(E[eRCDJ 

陥rル (Zf)均rhclト(会)陥r[九]

十(全r叫ん]
ここに、各偏微係数は次式となる。

空ぃ一一一L一一一vllJl0___B主L___l
みRC (l-E[eRc])F' "1…l" ~ (1-E[ e RC ])Rcc J 

E[引|
(1-司令c])Rcc-E[ι]1 

tヲtFC-l

3も F'λv{(l-E[eRC ])Rcc -E[ pc]) 

会=寸itcfln{l.O-(1-若丸)

F
「
uqu 

(65) 

(66) 

(67) 

(68) 



ただし、 Fは次式のように表される。

F'= 主主~fe-'(KHS +KH)dz+B'2 KJ 
2Rc l士:仙 j

5.6.3 水平変位量のばらつき

さらに同様にして、引揚げ方向を i=v，圧縮方向を i=c

とするならば、 8h iの平均値と分散は次式で与えられる。

州=品r叶{1.O品お対) 
均陶叫附州叫rべ巾恥仏[伊仇仇川δι九h'

+(会J叫ん，] (71) 

ここに、各微分係数は次式である。

笠ι= 1 '" lnl __ E[凡_]l 
aRh， E司[λんh，]-

0叫，E[凡，]
(1ト一E司[eRh，])抑)8θん一E司[凡ι，] 

6必拶h'一 D叫引fパ(トlト一E[eRh匂句R助刷h'
♂列~， F".E[λh' ]{(1 ~ Ehh， ])}θ'，Rα-E[凡]

(72) 

(73) 

(74) 

ただし、 F は次式で表される。

n • 司~，

F"=一一二一-)' I Ku.zzdz 
θ，RCIDj討 im

5. 7 破壊磯率の算定

以上で、 Rv，Re， 8v' 8e， 15hv' 8heの平均値と

分散が求められたので、これらの確率変量を正規分布と

するならば、式(34)---(38)で定義した破壊確率は次式で

求められる。

(75) 

FFI有 Zft])+ Var[.r:] 

×je却[-tjな忠之E!?下
FD1訪問

+++(淵Jト

(76) 

(77) 
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(69) 

xje何時1)']
(78) 

(70) 

5.8 設計の評価関数

鉄塔基礎の変位による損失も考慮するので次式を用い

る。

Cr = Cc + {CFl(九一ん)+CF2九} (79) 

CFj = a<ブc

CF2 = trc (80) 

であり、各記号の意味するところは以下のとおりである。

Ce : 構造物(鉄塔上・下部構造や電線等の付帯設備)の

初期建設費

CF j :基礎が抜け上がるような完全な破壊には歪らない

が、基礎の変位が許容規準値以上になったために、

鉄塔上部構造に生ずる直接的な損失費(補修費な

ど)

CF2 :基礎の抜け上がりなどによって鉄塔本体が倒穣し

た場合の直接的な損失費(鉄塔上・下部構造その他

の撤去費や再建費)

PD :基礎の変位の許容規準値を超える確率

PF :基礎の抜け上がりなどによって基礎が完全に破壊

する確率

αとs: CF 1およびCF2をCeを規準にして測る係数であ

るが、鉄塔上・下部構造とその付帯設備の直接

的な損失費のみをカバーする係数

以上の説明から分かるように、式(80)のCTは、建設

した鉄塔が損傷を受ける可能性も考慮したときの期待損

失費を表している。最適設計は、この CTが最小になる場

合の解として与えられる。

6. 実務設計のための数値計算

6. 1設計条件

6.1.1 風荷重および設計条件

送電用鉄塔基礎に作用する荷重は、①鉄塔・架渉線・

がいし・架線金具などの荷重、②架渉線張力、③鉄塔・

架渉線・がいし・鉄塔・架線金具などに加わる風荷重で

あるが、このうち①および②は確定量とし、③のみを確

率変量として取り扱う。風荷重の基準となる設計風速は、

現行設計法で考えている 50年間再現期間の 10分間平均

風速VlO=40m/sとした。

設計のための地盤条件は実際に遭遇しそうな場合を想

定し、表-3 (a)， (b)に示す2ケースとした。 (a)は地表

面から 15.Om程度粘土層(通称ローム)が存在する比較的

条件の惑い地盤で、 (b)はD級以上の岩で構成されるよう

po 
qa 
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3 (日) 設計条件(地盤傾斜角 250 ) 

50 

また、阿クースとも基盤が

、(b)はじし級の皆盤をと想

ら得ら

これらの表

6. 1. 2 

式(79)，式(80)に従って説明すると u 以下のようであ

る。初期建設脅について時、通常予想されるヘリコプ

表-4 鉄j答主主設に係わる各種費用

ター輸送を惣定し、最新の積算[資料を参考」にして設定し

た。その概略を表 4 ~:.示す。差是から分かるように、鉄

塔ヒ，下部構造および電線ゃがいし等

はもちろん、建設に伴う種々の問機書記Jがこれに含まれて

いるロ臼と 8については、送電ま技術者の経験と意見を券

して、以=0.6， (-l =2. 5と設定した。 αには主として

る;場合が、また、。に

は勿論、その前後の鉄塔も含めて修復や再建を行う

が配慮されてし、るの

6. 2最適設計例

表-5 最適設計結果

け

i
q
J
 



深礎基礎の設計変数としては、基礎体の直径と根入れ長

さが考えられるが、問題を単純化するために、ここでは

基礎体直径を 3mと固定した場合の最適様入れ深さ DfOPt
を決定する問題とした。表-5 (ωは粘性土地盤の場合に
おける最適設計結果であり、各脚に対する各風向角別の

最適根入れ深さDfoptの値を示している。設計としては、

各脚ごとに実施されるので、各風向角。に対する Df酬が

最も大きな値となる場合を、その脚の設計案とすべきで

ある。したがって、 a.b. cおよび d脚のD白ptはそれ

ぞれ 13m(圧縮)、 12.5皿(引揚げ)、 12.5m(引湯げ)および

13.0m(圧縮)となる。また、現行設計法による Dfは圧縮、

引揚げ共に 13.0mとなっており、引揚げ脚に対しては安

全側であることがわかる。また、最も Dfoptが大となる O

=600 の b脚における Rv. 8 vおよび8hVの平均値と標準

偏差は表一 6(a)に示している。 Dfの場大とともに諸量

表-6 Rv. 8 V' 8附の平均値と標準備差の値

<.)粘性土の場合 b脚風向角8.60(0) 

極限引掲げ支持カRv{Xl肱N) 引揖げ変位ch(醐) 水平変位dhV(阻)

平均値 標準偏差 平均値 様単偏差 平均値 練準偏差

685.8 140.3 2(.09 26.14 20.46 9.40 

751. 8 150.9 20.01 20.99 17.42 7.39 

866.0 166.1 16.56 16目H 13.80 5.37 

983.3 186.2 14.13 13.96 11.52 4.23 

1103.5 208.3 12.31 11. .7 9.96 3.52 

1226.7 230.9 10.88 10.46 8.81 3.02 

1353.0 253.5 9.72 9.26 7.94 2.66 

1482. 3 276.1 8.77 8.30 7.25 2.39 

1614.6 298.5 7.97 7.50 6.70 2.17 I 

1749.9 320.9 7.29 6.83 6.23 2.00 I 
1888.4 343.2 6.70 6.25 5.84 1. 86 

2029. 8 365.5 6.19 5.76 5.51 1.74 

2365. 7 420.0 5.30 4.90 5.13 1. 59 

2710. 8 491.9 4.53 4.17 4. 80 1.47 

3062. 8 564.9 3.88 3.56 4.50 1. 37 

3421. 7 635.8 3.34 3.05 4.22 1. 27 

3787.4 704.4 2.89 2.63 3.96 1.19 

4160.0 771. 3 2.51 2.29 3.71 1.11 

4539. 4 836.7 2.20 2.01 3.46 1. 03 

4925. 7 901. 2 1. 95 1.77 3.24 0.96 

5318.8 965.1 1.73 1. 57 3.02 0.89 

5718. 6 1028.4 1. 55 1. 40 2.82 0.83 

{ωD級岩の場合 b脚風向角。怠 60(つ
極限号i揚げ支持カRv{X印刷} 引揚げ変位dv(回) 水平変位dhV(醐)

平均値 標噂偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

536.9 197.8 30.11 40.08 43.54 B目.41

745.6 267.3 13.37 14.06 16.19 6.91 

960.4 329百 8.27 8.20 9.01 3.34 I 

1181. 1 387.0 5.80 5.60 5.94 2.06 

1408. 0 441.2 4.36 4. 14 4. 33 1.44 

1640.9 493.1 3.44 3.23 3.36 1.09 

1879. 9 543.5 2.80 2.61 . 2.72 0.86 

2248. 0 605.3 2.23 2.06 2.07 。.64
2625. 2 690.5 1. 82 1. 67 1.67 0.51 

3010.8 779.7 1. 51 1. 38 1. 40 0.42 

3404. 9 867.5 1. 27 1.17 1.20 0.36 

3807. 4 953.0 1. 09 1. 00 1. 05 0.31 

4218.3 1036.4 0.95 0.86 0.93 0.28 

鈴木

が小さくなる傾向があり、特に、地擦が粘性土から D級

岩重症に変化する Df=13.Om-13. 5闘の所で不連続的に変化

することが確認される。なお、表-7 (a)は、そのときの

PFV(倒嬢確率).PFD(損傷確率)、 Cc(初期建設費:千円)

の値を示したものであり、計算値はいずれも合理的な値

と言える。また、上記の3つの表における (b)はD級岩盤

における最適設計結果である。この場合も、最もDfが大

きくなる場合は Df'削 =5.5mであり、現行設計結果の 7.0m

に比較するとかなり小さくなっている。すなわち、現行

設計法では、土砂地盤よりも D級岩盤以上の地盤に建設

される深礎基礎に対して、高い安全率を考えていると言

える。なお、表一 6(b)および表一 7(b)はe=60。の b
脚における結果を示している。

表-7 ppv. PDV' Ce• および CT の値

(.)粘性土の場合 b榔風向免 8.60(0) 

被入れ長さ 倒場確率 指傷確Z巨 初期建設省 期待総費用

D ，(鳳) P'V(覧〕 PDV(富〉 Cc(千円) CT(千円)

5.5 8.94 x 10-' 7.75 X 10-' 235451 384984 

6.0 5.07 x 10・2 6.80 x 10-' 235952 354895 

6.5 1. 74 X 10-' 5.48 X 10司 2 236453 322083 

7.0 6.46 X 10-. 4.66 X 10-1 236955 306177 

7.5 2.61 x 10・2 3.99 x 10-' 237456 295495 

8.0 1.13XI0-' 3.34 X 10-' 237957 286123 

8.5 5.12 X 10-‘ 2.71 X 10-' 238458 277491 

9.0 2.43 X 10-' 2.13 X 10-' 238959 269661 

9.5 1. 19 X 10-' 1. 62 X 10・3 239460 262797 

10.0 6.02 X 10-' 1. 18 x 10・g 239961 257038 

10.5 3.12 X 10-' 8.30 X 10-' 240462 252449 

11. 0 1. 66 X 10-' 5.56 X 10-' 240963 249006 

11. 5 4.88 X 10-. 2. 00 X 10・2 241549 244444 

12.0 3.51 X 10-. 4.65 X 10-. 242135 242813 

12.5 2.73 X 10-' 6.18 X 10-‘ 242721 242812 

13.0 2.00 X 10-. 4. 02 x 10-' 243307 243314 

13.5 1. 39 X 10-' 1. 39 X 1【1・ 243893 243894 

14.0 9.37 X 10-' 9.37 x lO'マ 244479 244479 

H.5 6.18 X 10-' 6.18 x 10-' 245064 245064 

15.0 4.05 X 10-' 4.自5X 10-' 245651 245651 

15.5 2. 64 X 10-' 2. 64 X 10・T 246237 246237 

16.0 1.72XI0-' 1.72XIO-' 246822 246823 

(b) 0級岩の場合 b脚風向角8.60(・)

根入れ長さ 倒議確率 損傷確率 初期建設費 期待総費用

0，(圃〉 P'V{耳〉 PDV(%) Cc(平円) CT(千円)

2.0 3.46 X 10-' 9.11 X 10-' 231941 511013 I 

2.5 1. 51 X 10-' 5.33 X 10-' 232527 373399 

3.0 6.96 x 10-' 1. 93 X 10-' 233113 290998 

3.5 3.40 X 10-' 4.36 X 10-' 233699 254894 

4.0 1. 7z x 10-' 1.72Xl0-' 234285 244388 

4.5 9.05 X 10-' 9.05 x 10-' 234871 240183 

5.0 4.87 X 10-. 4.87 X 10-' 235457 238324 

5.5 1.70 X 10-' 1. 70 X 10-' 236042 237048 

6.0 自.18X lO'・ 9.18 X 10-' 236628 237171 

6.5 5.64 X 10-' 5.64 X 10-' 237214 237549 

7.0 3.59 X 10-' 3_ 59 X 10‘ 237800 238013 

7.5 2.30 X 10-' 2.30 X 10-' 238386 238523 

8.0 1. 48 X 10-‘ 1. 48 X 10-‘ 238972 239060 

n
R
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7. 結論

本研究では、送電用鉄塔基礎として用いられる深礎基

礎の設計法に信頼性理論の導入を試みたもので、以下の

ような成果が得られたD

(1) まず、最初に深礎基礎の極限支持カ算定法役、大型

現場実験および F聞などから検討し、極限引揚げ支持カ

としてはせん断法が、また極限圧縮支持力算定法とLて

は現行設計法の先端支持カ式に、せん断法と同様なj胡面

民営機カの項を加えた式が:最も適切であることを確かめた。

(2) また、極限支持力だけでなく、破綴に至るまでの荷

重~変位関係式在確立した。これらは、大型現場実験の

結果を利用して帰納的に求めたもので、初期の禅性勾配

と(1)で得られた極限支持カをパラネータとした指数関数

で、非常に複雑な深縫基礎の挙動を精度良く推定できる。

また、これらの荷重~変位関係の精度は大型現場実験か

ら逆算される λ'1' λC' λhの各ノくラメータで評価し、

λV' λcについてはその分布を求めた。

(3) これらの成楽に基づいて話料礎慕犠の信頼性設計法を

した。この手法の特色は、鉄塔基礎が完全に破壊し

てしまうときの確率作の他に、基礎の変位が許容変俄重量

を超えてと部構造に何らかの損傷をJ与える確率 PDを導入

している点である。

(4) (3)で提案した信頼性設計の手法を用いて、実際の

現場の地盤として頻繁にありそうな 2つのそデノレ地盤ケ

ースを設定して、最適設計を:実施し〆た。その結果、現行

設計法による設計案はやや安全保IJになることが分かつた。
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